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① 立地適正化計画と今後のまちづくりについて 
 本町は、令和９年度公表の予定で、令和７年度より「立地適正化計画」の策定を
開始する方針であることを本年３月４日の全員協議会の場で議会に報告した。  
 立地適正化計画は、商業・教育・医療・福祉などの生活利便施設を「都市機能誘
導区域」へ再配置し、当該区域と公共交通機関で接続された「居住誘導区域」に居
住地域を集約化することでより高密度なコンパクトシティを目指すもので、公共投
資・行政サービスの効率化や居住環境の快適化および人口減少・少子高齢化の緩和
などの効果が期待されるとともに、計画を策定することで誘導区域内での幅広いま
ちづくり事業が補助金の嵩上げ・重点配分の対象となるなどのメリットがあるとさ
れているが、一方でその実現可能性や実効性についての疑問点・問題点も指摘され

ている。  
 策定にも相当の予算が必要であること、また、一度策定すると長期的にまちづく
りの方向性に影響を与えるものと考えられることからも、策定にあたっては本町の
実情を正確に把握することや長期に渡っての影響を子細に想定することが必要であ
るので、まだ計画が固まっていない段階であるからこそ、疑問や課題について以下
質問する。  

（１）上記の通り立地適正化計画策定の効果・目的としては大きく二つ、「コンパク
トシティの更なる推進」と「国からの補助金の拡充」が挙げられるが、本町が
本計画を策定する主な目的は何か。  

（２）国費率４０％の都市再生整備計画事業補助金が、計画の策定によって都市構 
造再編集中支援事業として国費率４５％または５０％に嵩上げされ支援対象な

どが拡充されるが、これらの財政効果はどのくらいになるか具体的な金額は算
定しているか。また、総合的な財政効果の試算もあれば、費用対効果の確認の
ためにもあわせて聞く。  

（３）居住誘導地域を明確にするには地域公共交通の確実な整備が必須となるが、
居住誘導地域内だけを網羅・充実して意図的に区域外の利便性を悪くして区域
外の住民を転居せざるを得ない状況に追い込むことがあってはならない。計画
策定を踏まえての本町の今後の地域公共交通の在り方についての検討状況を聞
く。 

 
② 児童生徒および保護者の安心・安全のために 
 本町の小中学校の給食およびセキュリティについて、以下の点を中心に質問す

る。   
（１）本町の小学生の保護者から、給食が少なくておなかがすくと児童が言ってい

るとの声があった。報道機関の調査によると、２０２３年度の小中学校給食の
１食平均のカロリーが国の基準を下回っていた都道府県の中に長崎県も含まれ
ていたが、本町の学校給食は国の基準を満たしているか。また、給食が少ない
という声についてどう応えるか。  

（２）長崎県は平成１６年から毎年「心を見つめる教育週間」を設けて部外者が学
校内に自由に出入りできる学校公開を行っており、本町でも６月２３日から７
月１日まで実施の予定となっている。この学校公開への安全面での懸念を令和
元年９月の一般質問で一度指摘したが、その後も他県で部外者が侵入し教職員
を負傷させる事件が複数回発生していることからも、児童生徒および教職員が

危険に晒される可能性を高めてまで学校公開を実施・継続する必然性・合理性
について本町としてどのように考えているか改めて問う。  

（３）令和５年に東京都杉並区の小学校の校庭で児童が釘を踏んで大けがを負った
ことを受け、同区が全区立小中学校の校庭で金属探知機による調査を実施した



ところ、地中から釘やピンなどが５,０００点以上発見された。これを受けて同

年６月に本町でも同様の調査を行うべきではないかと金﨑教育長に伝えたが、
「日常的に目視で確認しており必要ない」とのことだった。目視できる時には
すでに地表に露出しているということであり、露出する前に発見すべきだと思
うが、現在でも調査を行う必要性はないと考えているか。 

 


